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貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 介護保険計画課 
 

今回の内容 

 

ウクライナから避難を目的として入国した外国人に係る 

介護保険の適用について（その２） 

計５枚（本紙を除く） 
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事 務 連 絡 

令和４年６月３日 

 

各 
都道府県

市 町 村
 介護保険主管部（局） 御中 

  

厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

ウクライナから避難を目的として入国した外国人に係る介護保険の適用

について（その２） 

 

日頃より、介護保険行政の適正な運営にご尽力いただき、厚く御礼申し上げ

ます。 

ウクライナから避難を目的として日本に入国した外国人（以下「ウクライナ

避難民」という。）に係る取扱いについては、「ウクライナから避難を目的とし

て入国した外国人に係る介護保険の適用について」（令和４年４月７日付け厚生

労働省老健局介護保険計画課事務連絡）においてお示ししたところです。 

今般、介護保険制度における保険料及び利用者負担の取扱いについて、下記

のとおりお示ししますので、各市町村におかれましては御了知いただきますよ

うお願いいたします。 

なお、本事務連絡は出入国在留管理庁出入国管理課と調整済みであることを

申し添えます。 

 

記 

 

１．介護保険制度における対応について 

  介護保険制度においては、所得の低い被保険者については、以下のような

配慮措置を講じているところであり、ウクライナ避難民に係る保険料及び利

用者負担を算定する際に、留意されたい。 

（１）保険料の賦課及び利用者負担割合の判定 

ウクライナ避難民については、令和４年１月１日時点で日本に住所を有して

いないため、前年の国内所得がないと判断できる場合は、以下のとおりとする

こと。 

・保険料の賦課に当たっては、原則として第１段階に該当するものとしつつ、

同一世帯に他の世帯員がいる場合には、当該世帯員の課税状況等を踏まえ

た上で判断すること。 



 

・利用者負担割合の判定に当たっては、負担割合を１割とすること。 

また、利用者負担が負担限度額を超えた場合には、通常どおり高額介護サ

ービス費の対象となること。 

（２）保険料又は利用者負担の減免 

介護保険制度において、保険者は、条例で定めるところにより、震災、風水

害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産につ

いて著しい損害を受けた場合等、特別の理由がある者に対し、保険料の減免又

はその徴収猶予を行うことが可能である。 

また、保険者は、特別の事情がある被保険者で、介護（予防）サービスを利

用するために要する費用を負担することが困難であると認められる者に対し

て、利用者負担の減免を行うことが可能である。 

ウクライナ避難民への保険料の賦課及び利用者負担割合の判定等に当たっ

ては、必要に応じて、当該制度の活用について検討いただきたい。 

なお、新型コロナウイルスの影響を受けている生活困窮者等（ウクライナ避

難民を含む。）への生活支援として、保険料及び利用者負担の減免に要する費

用については、「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の活用

が可能である。（別添「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金Ｑ

＆Ａ（第８版）」1-27から 1-29までを参照） 

 

２．特定避難民に係る保険料及び利用者負担の財政支援について 

身元引受人がないウクライナ避難民（※）（以下「特定避難民」という。）

に係る保険料及び利用者負担については、出入国在留管理庁において、以下

の財政支援の仕組みを創設したため、留意すること。なお、当該財政支援は、

特定避難民が一時滞在施設に入所した日から国外に出国した日までの間（現

時点では最長 180日間を想定）とする。 

（※）出入国在留管理庁が借り上げた一時滞在施設に入所中又は退所後に生活

費等の支給を受けている者 

○ 保険料については、市町村から送付される納付書等に基づき、特定避難

民が一旦保険料を納付し、後日、納付書等の写しを公益財団法人アジア福

祉教育財団難民事業本部（以下「難民事業本部」という。）に郵送等により

提出すれば、保険料を後日精算することが可能であること。 

○ 利用者負担についても、特定避難民が一旦利用者負担を支払い、後日、

領収書等の写しを難民事業本部に郵送等により提出すれば、利用者負担を

後日精算することが可能であること。 
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新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

Q＆A（第８版／令和４年５月 13日） 

 

・本 Q＆A は、令和４年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金のうち通常分交付金（事業者支援交付金、協力要請推進枠交付金、即

時対応特定経費交付金及び検査促進枠交付金を除く臨時交付金をいう。以下

同じ。）の取扱を明確化するためのものです。 

・第７版から内容に変更のあった Q＆A は、見出し冒頭に「★」を付すととも

に、変更箇所にアンダーラインを付しています。 
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１-２６ 公共施設等を休業した場合、利用料収入が無くなることから、当該施

設等の指定管理者への支援に交付金は充当できるか。 

 

新型コロナウイルス感染症への対応として効果的な対策であり、地域の実 

情に応じて必要な事業であれば、指定管理者への支援金も含め、原則として使

途に制限はない。 

ただし、可能であれば、支援を行うのに合わせて、休業中の施設の再開後に

向けた準備や、施設の改修等の次への備え、３密を回避した上での教育活動の

再開に向けた教育現場への準備の協力など、積極的な協力活動を引き出すよ

うな工夫を検討されたい。 

なお、事業者等への損失補償に関するQ&A（1-24, 1-25）に留意され 

たい。 

 

１-２７ ★新型コロナウイルス感染症の影響を受けている個人や事業者への

支援のため、地方公共団体が徴収する上下水道料金や公共施設使用料、公

営住宅の家賃、給食費等を減免する場合に交付金を充当できるか。 

 

本交付金は、新型コロナウイルス感染症への対応として効果的な対策であ

り、地域の実情に応じて必要な事業であれば、地方公共団体が徴収する使用料

等の減免も含め、原則として使途（事業内容）に制限はない。ただし、当該減

免については、経済対策の効果的・効率的な実施の観点から、減免対象を新型

コロナウイルス感染症対応の影響を受けて生活に困っている個人や売上が減

少した事業者といった合理的な範囲とするなど、限られた財源の中で、できる

だけ効果の高い施策となるよう工夫されたい。 

なお、地方公共団体が徴収する使用料等の減免自体は歳入の減少に過ぎな

い一方で、本交付金は、交付対象事業に要する費用のうち実施計画作成地方公

共団体が負担する費用に対して充当するものであること（制度要綱第３の３）

から、本交付金を充当する費用（歳出）を地方公共団体において整理しておく

必要がある。（減免内容を明確にした上で、臨時交付金充当額はその額の範囲

内である必要がある。） 

減免を実施する会計ごとに、実施計画における記載方法としては、以下を参

考にされたい。 

【一般会計・特別会計】 

実施計画の事業概要②（経費内容）は、「○○の減免に係る費用」と記載

し、事業概要③（積算根拠）としては減免額の積算根拠を記載する。 

【公営企業会計】 
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実施計画の事業概要②（経費内容）は、「○○会計に繰り出し、○○の減

免に係る費用」と記載し、事業概要③（積算根拠）としては減免額の積算根

拠を記載する。 

 

１-２８ 固定資産税や住民税の減免に交付金を充当できるか。 

 

市町村が独自に固定資産税や住民税を減免した場合の、一般財源の歳入の

減収補填については、「地方公共団体が行う事業の実施に要する費用に対して

充当するもの」であるという本交付金の性質になじまない。 

 

１-２９ 国民健康保険料等の減免の取扱いについて、1-27では本交付金が活

用可能とある一方、1-28 では、本交付金の性質になじまないと記載があ

るが、どのように整理すればよいか。また、1-27 の具体例（水道料金減

免、家賃、給食費減免）にない事業も対象となるか。 

 

本交付金の目的は、地方公共団体が作成した実施計画に基づき実施する「事

業」に対して交付するものであり、何かしらの事由により減少した地方公共

団体の歳入を補填する目的として充当する場合は本交付金の性質になじまな

い。 

一方、単なる減収補填ではなく、コロナ対応として必要な事業に充当する

等歳出を整理されていれば、1-27の具体例にない事業も対象になり得る。 

 

１-３０ ★新型コロナウイルス感染症対応として、地方公共団体の庁内環境整

備（庁内向けのテレワーク環境整備等）に交付金を充当できるか。 

 

新型コロナウイルス感染症対応として必要なテレワーク環境の整備につい

ては、民間企業等に対する助成のほか、地方公共団体が庁内環境の整備を行

う場合についても交付金を充当可能である。 

なお、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」のうち令和４年度コ

ロナ対策予備費（令和４年４月 28日閣議決定）で確保した予算については、

予備費の使用の趣旨を踏まえ、当該予算の交付対象事業に要件を付している

ため、令和４年４月２８日付事務連絡及び下記「１１「コロナ禍における原油

価格・物価高騰対応分」の取扱いについて」も合わせて確認されたい。 

 

１-３１ ★制度要綱の別表に掲載された国庫補助事業の地方負担分（補助裏）


